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1.は じ め に
ダイ ム ラー ・ベ ンツ社(Daimler-BenzAG)は,1993年以来,ニ ュ ー ヨ ー ク証 券 取 引所
(NYSE)に 上場を果 た して きた。 同社 は,1993年 に初めて上場す る際 に,ド イツ商法 典 に した
が った決算書 を基礎 に して,そ れ と米 国の会計原則に したが った ときの決算書 との差 異を説 明す
るために,「 調整計算書」(Uberleitung)を 作成す るとい う時間 と費用 のかか る手続 きを と らざ
るをえ なか った。 こ うした ドイ ツ企業 にかか る負担の軽減をはか るために,ド イ ツで は1998年
に 「資本市場 における ドイツ ・コンツェル ンの競争力の改善お よび社員貸付金調達 の容易 化に関
す る法律 」(GesetzzurVerbesserungderWettbewerbsfahigkeitdeutscherKonzernean
KapitalmarktenundzurErleichterungderAufnahmevonGesellschafterdarlehen),一般
的 に は,「 資 本 調 達 容 易 化 法 」(Kapitalaufnahmeerleichterungsgesetz)と呼 ば れ て い う 法 律 が
施行 されたω。
この法律 によ り商 法典 に第292a条 が追加 され,ド イツ企業 が外 国と りわけ米 国 にお いて資本
を調達 する際の負担 が軽減 され ることとな った。 たとえば,ド イツのコ ンツ ェル ン企 業がニ ュー
ヨーク証券取 引所 で資金調達 をお こな う際 に要求 され る米国会計原則 に したが った決算書(連 結
財務諸表)と ドイツ商法典 に したが って作成 され る決算書 とが等 しい言 明能力 または情報 効力を
有す るときには,こ の 「等価性」(Gleichwertigkeit)を 根拠 に して,コ ンツ ェル ン決算 書 を二
重 に作 成す ることが免除 され るので ある(2)。この場合 には,ド イツ商法典 に したが った コ ンツ ェ
ル ン決算書 の作成 は免 除され ることにな る。
さて,こ のよ うな ドイツにお ける制度的対応の結果 と して,新 た な問題 が発 生 して きた。2001
年6月 に公表 された二 つの米 国会計基準(以 下,SFAS第141号 お よ びSFAS第142号 と呼ぶ
(1)内 容については,拙 著 『ドイツ会計制度論』,森 山書店,2000年,第2章 第2節 を参照されたい。
(2)等 価性については,同 書第8章 を参照されたい。
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ことにす る)が この問題 に係 わ ってい るの で ある。SFAS第141号 は 「企 業結 合」(Business
Combination)に,ま た第142号 は 「のれん およ びそ の他 の無形 資産 」(GoodwillandOther
IntangibleAssets)に 係 わる基 準であ り,前 者は2001年6月30日 よ り後 に始 ま るす べて の企
業結合 に対 して適用 され(3),ま た後者 は2001年12月15日 よ り後 に始 ま・る事業 年度 か ら適用 さ
れる ことにな っている(4)。そ してこれ ら二 つの会計基準 の公表 によ って,米 国の会計 に"パ ラ ダ
イム変換"(Paradigmenwechsel)が生 じた ともいわれてい るのであ る(5>。この こ とが,ド イ ツ
においては,前 述の商法典第292a条 のコ ンツ ェル ン決算書 の作成免 除効力 を め ぐる議 論 を実 業
界 および学 界を巻 き込んだ形で引 き起 こす き っか けとな ったのであ る。
本稿 は,こ う した状況の 中で 「ドイ ツ基準 設定 審議 会」(DeutscherStandardisierungsrat)
(以下,DSRと 呼ぶ ことにす る)に よって2001年10月29日 に公表 された草案 「商 法典 第292a
条 による コンツ ェル ン決算書の作成免除一 の れん お よびその 他 の無形 固 定資産 」(Befreiender
Konzernabschlussnach§292aHGB-GoodwillundandereimmaterielleVerm6genswerte
desAnlageverm6gens)(以下,E-DRSlaと 呼ぶ ことにす る)を め ぐる議論 を考 察 す る ことを
通 じて,現 在,急 速 に進 行 して いる会計 のグ ローバル化の 内容 とそれが今後 の会計研究 の進 め方
に どの よ うな影響 を及 ぼすかを,ド イ ツにおける制度的対応を手が か りとして,考 察 しよ うとす
るもの である。
H.E-DRSlaの 内 容
DSRは2001年10月29日付 でE-DRSIaを 公表 し,そ の 内容 に関す る意見 を12月15日 まで
に寄 せ ることを広 く求 めた。 この呼びか けに応 じて提出 された意見が,「 ドイ ツ会計基準委員会」
(DeutschesRechnungslegungsStandardsCommittee)(以下,DRSCと 呼 ぶこ とにす る)の
ホー ムペ ー ジ(http://www.drsc.de)(LetztesUpdateam27.01.2002)におい て公 開 されて い













を保証す るために,立 法者 は独立 の専門家 によ って構成 された私 的な集 団の活動を定 めた。 これ
によって,ア ングロ ・アメ リカ ンの法領域 におけ るよ うな会計原則 の開発が,独 立の 「基準設定
機関」(Standardsetter)に よる 「自治任務」(Selbstverwaltungsaufgabe)として行 われ るこ
ととな った ⑥。
こう した基準設定機関 に対す る法 的根拠 とな ってい るのが,商 法 典第342条 で ある。 この基準
設 定機 関 は,と くに 「基 準 」(Standards)と い う形 態 で,「 正 規 の コ ン ツ ェル ン会 計 」
(ordnungsmaBigeKonzernrechnungslegung)に対 する提 言 を行 うべ き もの とされ てい る。
ドイ ツ国内 にこう した基準設定機関 を設置 した ことによ って,国 際的な会計基準の設定過程への
ドイツの影響力が強化 され ることが期 待 されてい るのであ る。 そう した機 関 と して,DSRが 創
設 されたので ある。 しか も,こ れは,1998年9月3日 付の契約 に基づ き,商 法典 第342条 にい
う 「私 的 会 計 委 員 会 」(privatesRechnungslegungsgremium)として, .「連 邦 法 務 省 」
(BundesministeriumderJustiz)によ って承認 されてい るの であ る。 なお,DSRは 国際 的 に
は 「ドイ ツ会計基準審議会」(GermanAccountingStandardsBoard)と表記 されてい る(7)。
任務:
商法典第342条 に したが って,DSRは 次 の3点 を任務 としてい る。 すなわ ち,
(1)コ ンツェル ン会計 に関す る諸原則 の適用 についての勧告 を行 うこと,
② 会計規定の立法準備 に際 して連邦法務省 に助言 を与 え ること,お よび
③ 国際的な基準設定委員会 において ドイツ連邦共和 国を代 表す ることで ある。
こ う した任務 を負 って い るDSRは,「 登 記 済 社 団 ドイ ツ会 計 基 準 委 員 会 」(Deutsches
RechnungslegungsStandardsCommitteee.V.)の「管理委員 会」(Verwaltungsrat)か らは
独立 の,か つ,国 内および国際的な会計領域 におけ る著 名な専 門家7名 か ら構成 されてい る。現








さて,こ こで問題 とな ってい るコ ンツ ェル ン会計 に関す る基準 は,DSRに よ り,重 要 な状況
はすべ て これを入念 に吟味 した後に決定 され る。 その際,草 案 に対 して寄せ られた意 見を検討 し





そ して そ うした基 準は,商 法典 第342条 第2項[コ ンツェル ン会計 に関す る正規 の簿記 の諸原則
の遵 守 は,連 邦 法務省 によ り公告 された第1項 第1文 によ り認め られた機関 の勧告 が遵守 された
場合 に限 り,推 定 され る。]に よ り,連 邦法務省 によ り公告 され た ときに,「 コ ンツ ェル ン会計 の
正規 の簿記 の諸 原則」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfUhrungderKonzernrechnungs-
legung),つ ま り,商 法上の概念 と しての位置 づけを与 え られ ることにな るの で あ る(9)。な お,
ドイツ商 法典 における 「正規 の簿記 の諸 原則」な る概念 の内容は,時 代 とともにまた状況 によっ
て変化 す る弾力 的な性質 を有 してい るところに特徴 があ る(10)。




(1)コ ンツェル ンの親企業である上場企業は,第2項 の必要条件 に合致するコンツェル ン決算





② コンツェル ン決算書およびコンツェルン状況報告書は,以 下の場合において免除効力を有
する。




b)欧 州共同体指令83/349/EWGお よび場合によっては信用機関および保険企業 に関 し






(9)こ の点 の詳 細 に つ い て は,拙 著 「ドイ ツ会 計 制度 改 革 論 」,第8章 を参 照 さ れ た い。
(10)「 正 規 の 簿 記 の諸 原 則 」(GoB)の 役 割 につ い ては,拙 著 『現 代 ドイ ツ会 計 学 』,森 山書 店,1994年,
第3章 以 下 を 参照 され た い 。
(11)原 文 は,Wirtschaftsgesetz,IDW-Textausgabe,16.aktualisierteAuflage,DUsseldorf,1998.によ っ
た 。
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v.作 成を免除される書類が,第318条 によって任命 された決算監査人により監査され,か
つ,そ の上に当該決算監査人によって免除に関する条件が充足されていることが証明され
ているとき
(3)連 邦法務省は,連 邦財務省および連邦経済省と協議のうえで,親 企業のコンツェル ン決算
書およびコンツェルン状況報告書が,第2項 第3号 により等価であるためには,い かなる前
提が個別に満たされなければならないかを,法 規命令によって定めることができる。 これは
また,そ れを適用 したときに等価性が与えられる会計原則を指定する形で行うこともできる。」
この規定のね らいは,ド イツのコンツェルン(親 企業の統一的指揮の下で活動 している企業集
団)が 国際的な資本市場において資金を調達する際の競争能力を高めようとするところにあると
いわれている。 この規定が ドイツの商法典に追加される以前は,ド イツ企業が外国の資本市場に
上場を果たす目的でその決算書を国際的な会計基準にしたがって作成 しなければな らない場合に
おいても,そ れとは別に,コ ンツェルン決算書を ドイツの商法典に したがって作成することが義
務づけられていた。このように二組の決算書を作成することに要する時間と費用が,こ の規定に
よって,回 避されることとなったのである。これにより,そ のコンツェルン決算書(連 結決算書)
を国際的に認められた基準にしたが って作成 している ドイツ企業は,こ れと平行 して,ド イツ商
法典の規定に したがった もう一組の決算書を作成する必要がなくなったのである(12)。
ただし,'その際,外 国の資本市場で規定されているかまたは承認されている会計方法にしたがっ
て作成 された,コ ンツェル ン決算書およびコンツェル ン状況報告書の言明能力が,ド イツの商法






に公表され,米 国の証券取引所に上場 している ドイツ企業 もそれにしたがった会計処理を行わな
ければならな くなったことから,こ うした決算書の作成免除効力に疑念を懐かせることとなった
のである。 こうした状況に対する ドイツでの対応の仕方と議論内容につ いて,DRSの 草案 とそ
れに対する意見をみることにする(14)。
3.E-DRSlaの 内 容




(14)な お,以 下 の 内 容 は 次 の サ イ トか ら ダ ウ ン ロ ー ド し た も の で あ る 。 ま た,そ の 利 用 に つ い て の 許 可 は
DRSCよ り 得 て い る 。http://www.standardsetter.de/drsc/doc/1a_2001.html
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月30日 よ り後 に開始 されたすべて の企業結合 に適用 され,ま た後者 は2001年12月15日 よ り後
に始 ま る事 業年度 にお いて適用 される こととな って いる。 その内容が,例 えば,の れんの計画 的
償却 の廃止 とそれに代 わる 「統一 的減損処理法」(Impairment-Only-Approach)の導 入 に み ら
れ る ごと く,ド イツ商法典 およびその基礎 とな って いる欧州共 同体(現 欧州連合)の 第4次 お よ
び第7次 の指令 内容と対立 ・矛盾 す る可能性が生 じてき,そ の ことが さらに,商 法典 第292a条
によ る決算書の作成免除効力 を失 わせ ることにつながるのではないか とい う懸念 を引起 こ した こ
とか ら,DSRは その草案(E-DRSla)を 提 示す る際 に,「 重 要性 の原 則 」(G由ndsatzder
Wesentlichkeit)が 遵守 されな けれ ばな らないと した上で,次 の ような8点 にわ たる説 明を行 っ
てい るので ある。
(1)SFAS第141号(企業 結合)お よびSFAS第142号(の れんおよびその他の無 形資 産)に よ
れば,の れんは計画 的に償却 されるのではな く,毎 年,・その 「有価値性」(Werthaltigkeit)に
ついて吟味 されなければな らず,ま た場合 によっては,計 画外 的に償却 されなければならない。
(2)欧 州共 同体第4次 指令(第35条 第1項)は,固 定資産た る資産 の減価 償却 に関 して,そ
の利用が時 間的に限定 されてい るよ うな資産(こ れに対 しては,計 画 的減価償却な らびに場
合 によっそは計画外 的減 価償 却が行われ るのであ るが)と その利 用が時間的 に限定 されて い
な い資産(こ れに対 しては,場 合に よっては,計 画外 的減 価償却 が行われ る)と を体系的 に
区別 してい る。計画 的減 価償 却 によって,取 得 原価 もしくは製作 原価が,資 産が利用 され う
るものと見込 まれ る事業 年度 に配分 され るべきである一方,計 画外 的減 価償 却 に よ って,
一 あ らか じめ計画 的減価 償却 が行われ た後の,も しくは,そ れが行われなか ったときの一資
産 はよ り低 い価値 で計上 され ることにな り,そ して これが決算 日において当該資産 に付 され
な ければな らない。 当該 規定は,年 度決算書お よび コンツ ェル ン決算書 にお けるのれんおよ
びその他 の無形固定資産 にも適用 され る。
(3)欧 州共 同体第4次 指令 お よ び国際 的 な会 計 慣 行 と合 致 して,ド イ ツの 「会 計 実 務 」
(Bilanzierungspraxis)は,こ れ まで,「 無形固定資産」(immaterielleVerm6genswerten
desAnlageverm6gens)について,「 限定 され た耐用年数」(begrenzteNutzungsdauer)
と 「確 定不能 の耐用年数」(unbestimmtbareNutzungsdauer)とを体系 的に区別 して こ・な
か った。 それ は,異 な る長 さの耐用年数 にわた る無形資産 の耐用年数 を見積 るとい う困難 な
問題を解決 しようと試みて きた。 この ことは,例 えば,欧 州共 同体第4次 指令 において もみ
られ る。 ここでは,「 見積耐用年数」(angenommeneNutzungszeitraume)が5年以 下 か
ら,事 実 に よ って反 証 で き ない場 合 に は,「 上方 へ 開か れた年 数」(nachobenoffenen
Skala)に まで達 してい るので ある。
(4)の れん に関 して は,国 際的には,40年 以下の耐用年 数が まった く慣 行 とな って いた。 そ
して その ことは,毎 年 の減価償却 費が期間成果 に占める割合 に関 していえば,計 画的減価償
却を断念す る ことにほ とん ど等 しいので ある。最近 において,耐 用年 数 を20年 に限定 しよ
うとす る傾 向がみ られ る。 とい うのは,こ れを超 える計画 の設定 は非現 実的 とな るか らで あ
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る。 しか しなが ら,そ れに よって,基 本 問題 が解 決 され るわ けで はない。耐用年数 の見積 り
の問題性 に直 面 して,ド イ ツ税法は長 い間 の れん に関 して 「償 却 禁止 」(Abschreibungs-
verbot)を 規定 してお り,そ して これによ って,新 たに創造 され る(自 生的)(originarer)
のれんによ る買取(派 生的)(derivativer)の れんの決 して確実 とはいえ ないが,起 こりう
る代 替 とい う もの を無視 して きた。 これ らの方法 は,い ずれ も,「 証 明力 の あ る事 実 」
(beweiskraftigeFakten)に よって裏づけ られ たもので はなか った。 この ことは,現 実の
事態 を前 に して,ま った くとい っていいほ ど,不 可能 な ことなので ある。 これ らの方法 に共
通 して いるのは,よ り良 い,す なわち,証 明可能 な認識 を欠 いてい るというところで ある。
それ らは,程 度 が異 なるとはいえ,「 会計上 の慎 重原 則」(bilanziellesVorsichtsprinzip)
を考慮 しているが,し か し,「 収益指向的な会計政策」(ertragsorientierteBilanzpolitik)
の結 果 と もな りうる もので ある。資本市場 に とっては,こ う した ことは コンツェル ン決算書
の透 明性 と比較可能性 の制 限につ なが る。
⑤ それゆえ,無 形固定資産 の評価 に関 して も,限 定 された耐用年数 と確 定不能な耐用年数 と
の体 系的な区別を よ り強 く全面 に押 し出す ことは意味 のあ ることであ る。 た しか に,客 観的
には限定 されて いない耐用年数 と確定不能 な耐用年数 との間には論理上 の相違 が存在 してい
る。 しか しなが ら,貸 借対照表作成者 にとって は,そ のよ うな区別 を設 けることはほ とん ど
意 味をな さな い。 それ ゆえ,会 計実務上,初 めて耐用年数 を確定 す る際には,客 観的 には限
定 されていない耐用年数が確定不能な耐用年数 と等置 され なければな らない とい うことか ら
出発 しなければな らな いで あろう。 この ことによ って,そ の後 の貸借対照表 日におけ る認識
の改善 は阻害 され ることはない。
(6)SFAS第141号 お よびSFAS第142号 に は,限 定 され た耐 用年 数 と確 定不 能 の耐 用年数
との間のそ う した区別が含 まれてい る。 限定 され た耐用年数 を有す る無形資産 については,
通常 の場合 には,予 測可能 なそれぞれの耐用年数 に したが って,こ れまで通常行 われてきた
計画 的減価償却 が行 われ る。 この ことは,認 許,特 許,実 施権 およびこれに類す る権 利の大
部分 に適用 され る。確定不 能の耐用年数 の場 合について は,計 画的減価償却 に代 えて,計 画
外 の減価償却 を必要 とす るかについて少 な くとも年一 回行われ るテス ト(減 損 テス ト)(im-
pairmenttest)が 行われ る。 買取のれんについて は,常 に,こ うした ことが行 われ る。`
(7)こ うす る ことによ って,最 終 的には,耐 用年数 が確 定不能で あるすべ ての場合 に対 して,
計画 的減 価償 却 によって引 き起 こされ る 「見せ か けの厳 密性 」(Scheingenauigkeit)が 取
り除 かれ る。 さらに,規 則 的な 「有価値性 テス ト」(Werthaltigkeitstest)に よ って,場 合
によ って は,決 算 日に資産 に付与 されるべきよ り低い価値を もって,当 該資産が計上 される
とい うこ とが保 証 され る。 こ う した評価 方法 も,欧 州共 同体第7次 指令 の 「一 般規 範」
(Generalnorm)に 適合 するのである。 なお,そ れに よれば,コ ンツェル ン決算書 はコンツェ
ル ンの財産状態,財 務状態 および収益状態 の実質 的諸 関係 に合致 す る写像を伝達 しな ければ
な らないとされている(第16条 第3項)。
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(8)そ のよ うな解決 は これ に対応す る 「法 の実質」(Gesetzesmaterialien)に も矛盾 しない。
欧州共 同体 指令の文言 は,た しか に,の れんは限定 され た耐用年数 を持 ち,し たが って,償
却 されなければな らない とい うことか ら出発 してい る(欧 州 共 同体 第4次 指 令第34条 第1
項aと 結合 した第37条 第2項;第7次 指令においては,こ れに対応す る指示が第30条 にみ
られ る)。 しか し,こ のこ とは,通 常 は限定された耐用年数 か ら出発 して いた とい う,指 令
発布者 の当時の理解 を表 現 したにす ぎない。 こ うした理解 は,そ の後,変 化 したのであ る。
す なわ ち,資 産は限定 された耐用年数 を有す るだけで な く,不 確定 の耐用年数 を も持 ちうる
とい うことが,欧 州共 同体指令 においては,原 則的 に認 め られ ているので(前 掲⑤ 参 照),
の れんの(不 確定 な)耐 用年数の理解 が今や変化 したことを前 に して,指 令 の条文 の 「補 完
的解釈」(erganzendeAuslegung)が必 要 とな る。 これによ って,の れん の確 定不能 な耐
用年数 と付すべき価値の算 出のた めに有価値性 テス トを計画的 に適用す る ことは,法 律 の条
文 に含 まれてい る計 画的減価償却 に関す る規定 によ って排除 され ない。 それ どころか,欧 州
共 同体 第4次 指令 第37条 第2項 は,一 これを変換 した商法典第309条 第1項 第1文 お よ び
第2文 よ り明確 に一 「償却期 間」(Abschreibungsdauer)は「耐用年数」(Nutzungsdauer)
を超 えてはな らない とす る立法者 の 目標設定を認識 させ て くれている[1]。 こ こか・らまた,
わ れわれは,耐 用年 数が確定不能 な場合 には,有 価値性 テス トが計画 的減価償 却に とって代
わ り,そ してそのよ うな評価方法 の適用 は欧州共 同体指令の重要 な評価原則 に反す るもので
はない と推 論す ることがで きる。
[1]"た だ し,当 該期間が 当該 固定資産 の耐用年数 を超え ない場合 に限 る。"
DSRは この よ うな説明 を行 った上 で,9番 目の項 目と して,次 のよ うな提案 を行 うてい る。
⑨ 「の れんおよびその他 の無 形固定資産が,国 際的に認 め られた会計原則 に したが って作 成
された コ ンツェル ン決 算書(商 法典第292a条 第2項 第2a号)に おいて,例 えば,SFAS
第141号 お よびSFAS第142号 に規定 されているよ うに評価 され るときは,商 法典 第292a
条 の一 致の要件は満 たされる。 したが って,コ ンツ ェル ン決算 書 は作 成免 除効 力 を有 す る
(商 法典第292a条 第1項 第1文)。 」
この提案 に対 して寄せ られ た19の 意見 を,以 下,賛 成論,疑 問提示論 お よび反対 論 に大 別 し
て考察 す ることにす る。
皿.E-DRSlaに 対 す る 意 見(15)
A.賛 成 論
1)E.ON株 式 会社 によ る意見(is)=
同社 による賛成論 の内容 は,お お よそ,次 のように要約で きる。
(15)詳 細 な 内 容 は,http://www.standardsetteLde/drsc/docs/comments/から ダ ウ ン ロ ー ドで き る 。
(16)http://www.standardsetter.de/drsc/docs/comments/001a/eon.html/
(271)会 計のグローバル化が会計研究方法に及ぼす影響ll7
商法典 第292a条 によれば,コ ンツェル ン決算書 は,そ れ が国際 的に認 め られて い る会 計原 則
に したが って作成 された とき,し か もそれが欧州共 同体第4次 および第7次 指令 と一 致 してい る
ときには,作 成免 除効 力を有す る。 ここで問題 となって い るSFAS第141号 お よび第142号 を
含む米国の会計原則 は,疑 い もな く,国 際的に認 め られた会計原則 に相 当す る。
欧州共 同体 第4次 指 令 に よれ ば,の れ ん は,常 に,「 期 限付 き の 耐用 年 数」(befristete
Nロtzungsdauer)を 持つ もの と想 定 されて お り,し たが って,計 画 的 に償 却 され な けれ ばな ら
なか った。 しか し,欧 州共 同体第4次 指令 には,の れんの耐用年数が いつ厳密 に確定 され なけれ
ばな らないか という規定が欠 けていた。
われわれの理解 によれ ば,計 画的減価償却 は 「明確 な規 定 に したが った」(nacheinerfesten
Regelung)処 理方法 を含 む。 われわれの見 方か らすれば,明 確 に規定 された規 則 に した が って
少 な くとも年 一回行われ る,SFAS第142号 によるのれんに対 す る 「減損テ ス ト」 は,の れんの
「公正 価値」(FairValue)が 簿価 よ り小 さい とい う結 果 が生 じた ときに は強 制 的 に減価 償却 を
行 うとい うものであ るが,こ れ もまた,同 様 に意味の ある処理方法 であ る。 したが って,わ れわ
れの考え では,SFAS第141号 およびSFAS第142号 は欧州共 同体 第4次 指 令 に何 ら反 す る も
ので はな い。
加えて,少 な くとも年一 回行 われ る減 損テス トによって,の れん の計画 的減価償却 につ いてい
われてい る 「見せ かけの厳密 さ」 は取 り除かれ,財 産 状態,財 務状態 および収益状態 の実 質的諸
関係 に合致す るよ り良 い写像 が伝達 され ることになろ う。
わ れわ れ は,結 論 と して,の れ んお よ びそ の他 の無 形 固 定 資 産 がSFAS第141号 お よ び
SFAS第142号 にお けると同様 に評価 されてい る,国 際的 に認 あ られた会計原則 に したが って作
成 された コ ンツ ェル ン決算書 は商法典第292a条 の一致 の要件 を満た して いるとす る,E-DRSla
における解 釈に同意す るもので ある。
2)ド イ ツ保 険業総連合(GesamtverbandderDeutschenVersicherungswirtschaft)q7)
ドイツ保 険業 総連合 も,E.ON社 とほぼ 同様 の賛成意見 を述べ てい る。 その上で,さ ら に,商
法典第292a条 に したが った 「オ ー プ ン条 項」(Offnungsklause1)を 利用 す る こ とを考 慮 して
「法 的安 定性」(Rechtssicherheit)を 獲得 す るため に,E-DRSlaの 速 やかな可 決 を期待 す る旨
の意見 を述べ ている。
3)ダ イムラークライス ラー株 式会社(DaimlerChryslerAG)(18)
ドイ ツ会計制度 の改革 に対 して直接 的な利害 と影響力を有 して きたダイムラー クライス ラー社
1さ,E-DRSlaに おける問題点を整理 した上で,と くに,DSRに よ る 「一致 の要件 」 に関す る





ドイ ツ銀行連邦連合会 は,SFAS第141号 およびSFAS第142号 を適用 した場合 に問題 とな
る,計 画的減価償却 の放棄 とそれに代わ る減損処理 法の採用が,ド イツ商 法典 第292a条 の規定
内容 と一致 し,し たが って,コ ンツ ェル ン決算書の作成 免除が認め られ るか否か につ いて検討 し
て いる。 その際,欧 州共 同体指令 の文言 だけを考察 す ることは適切ではな いと している。と くに,
「一致 の要件」 を検討 する際には,加 盟 国における指令の変換 とその認 め られ た適 用が 考慮 され
な ければな らな いことを強調 してい る。 この ことは,「 統一 的減損処理法」 が 欧州連 合 の加 盟 国
において欧州連 合指令の変換 と して法典化 されかつ承認 されてい るときは,そ の適用 は 「一致 の
要件」 を満たす もので あるとい うことを意 味 してい る。
これに関連 して,英 国 にお いて1997年12月 に改定 され た「財 務会 計報 告 基準 」(Financial
ReportingStandard)第10号「のれん および無形資産」 を引合 いに出 して,耐 用年数 が確 定不
能 なのれんにつ いては,償 却す る必要 はない としてい るのであ る。 さらに,欧 州連合指令 との一
致 に関 して,こ れ は,個 別規定 の厳格 な適 用を前提 と してい るものではな く,資 本市場参加者 に
意思決定適 合的な情報を伝達す る とい う目的が充足 されていれば,す で に想定 され るべ き もので
あ ると してい るのであ る。 そ してこのよ うな説 明に基づいて,次 の ように結論 づ けて い る。 「わ
れ われは,上 述 した理 由か ら,商 法典第292a条 の一致 の要件 は満た された と考 えて お り,そ れ
ゆえ,US-GAAPを 基礎 と して作成 された コンツ ェル ン決算書は引続 き作成免除効力 を有す る と
す る ドイツ基準設定審議会の見解 に全 面的に従 うものであ る。」
5)テ ィッセ ンクル ップ株式会社(ThyssenKruppAG)(20)
テ ィッセ ンクル ップ社 もダイムラー クライスラ一社 とほぼ同様の意見を表明 している。その際,
と くに,米 国の会計原則(US-GAAP)は 商法典第292a条 第2項 第2a号 にい う 「国際 的 に認 め
られ た会計 原則」 に該当す ると し,そ う した米国の会計 原則を構成す る個 々の原則 につ いて異 な
る条件 を付与 す ることは不適切 な ことと している点 が特 徴 といえ る。
そ して 「われ われは,結 論 と して,企 業がSFAS第141号 お よびSFAS第142号 を適用 す る
とき も,商 法典第292a条 の作成免 除規 定の前提は満た されて いるとす るE-DRSlaに おけ る解
釈 に同意 す るもので ある。」 との賛成意見 を述 べて いるのであ る。
6)ミ ュ ンヒェン保険会社(M並nchnerRnckversicherungsgesellschaftAG)(21)
同社 は,FASBが 可 決 した企業結合 の会計処理 に関す る規 則 お よび買取 のれん の評 価 に関 す
る規則 を「適切 な もの」(zweckmaBig)と 評価 した上で,DSRが こ う した状 況 の変化 にタ イム
リーに反 応 した ことを歓迎 してい る。
7)ジ ー メ ンス株式会社(SiemensAG)(22)






報 内容の改善」 とい う論理 を用いて,計 画的減価償却 の廃止 と統一 的減 損処理 法の導入を支持す
るとい う形 を とってい るところにその特徴をみ ることができる。
こ こでは,計 画 的 とい う言 葉の意味が,プ ラ ンまたはル ールに したが うとい う意味で解 されて
いる。 その際,欧 州連合指令 第37条 第2項[第34条 第1項aは,の れん に準用 され る。 しか し,
加盟 国は会 社にそののれんを5年 を超え る期限 を付 された期 間が経過す るうちに計画的 に償却す
るこ とを許可す る ことがで きる。 ただ し,当 該期間が 当該 固定資産 の耐用年数 を超えることな く,
かつ,付 属説 明書 において言 及 されかつ根拠づ け られ ている場合 に限る。]に おい て要求 されて
いる計画 的減価償却 には,の れんの発生時 に耐用年数 を確定 しておき,そ れか らこの耐用年数 に
わた ってのれん を直線 的に償 却す るとい う意味 だけで な く,し っか りと規定 されたル ール に した
が って,少 な くとも年一 回行 われ る有価値性 テス ト(こ の テス トによ り,の れんの公正価値が簿
価 よ り小 さいこ とが明 らかに された ときは,の れん は強制 的に償却 され ることにな る)に よって
処理す るとい う意 味 も含 まれ るとしてい るので ある。 と もに,計 画的 な処理 の基 準を満た してい
ると解釈 しているのである。 「有価値性 テス トの一貫 した転 換 と実施,な らびに,経 済監 査士 に
よる こう した有価値性 テス トの監査 は,わ れわれのみ るところ,計 画的 な処理 に相 当す る。」 と
述べ ているので ある。
その上 で,SFAS第142号 の適 用によ って,コ ンツ ェル ン決算書 の情報 内容は改善 され ると結
論づ けているのである。
以上 の積極的 な賛成論 のほかに,条 件付 き賛成 もしくは原則 的に賛成 する次 の三 つの意 見が寄
せ られている。
8)ド イツ公営銀行連邦連 合会(BundesverbandOffentlicherBankenDeutschlands)(23)
同連合会 は,商 法典第292a条 第2項bの 一致 の要件 についての解釈 にあた って は,他 の ヨー
ロ ッパ諸国 において,欧 州共 同体 指令 に一 致す る もの と して適用 され ているよ うな会計の ルール
も援用 されなければな らない として,英 国の 「財務報告基準」第10号"の れん および無 形 資産"
を引合 いにだ している。 そ してそ こでは,の れんの耐用年数が 限定 されてい るときは計画 的減価
償却 が要求 されてお り,取 得 されたのれんが 「無 限の寿命」(unbegrenzteLebensdauer)を持
ち したがって計画 的な償却 を行 うことがで きな い場合 には,そ れに代 えて,の れんの価値 につい
て,「 減損についての吟味」(lmpairment-Reviews)が規 則的に行われ るべ きであると して い る
のである。 こ うした説 明を行 った上で,DRSCの 考 えを支 持 しかつ受 け入 れ る ことの で きる も
の との結論 を述 べて いる。 ただ し,DRSCが2000年12月30日 に公表 したDRS第4号"コ ンツェ
ル ン決算書 における企業買 収"(UnternehmenserwerbimKonzernabschluss)におい ては,
見積耐用年数 にわたる計画 的減価償却 を唯一の許容 され る方法 と して,の れ んについてそ の適用
を要求 している点に言及 して,こ のDRS第4号 を新 しい認識 の下に適合修正す る こ とが考慮 さ




ニ ュー ヨー ク証券取 引所 に上場 してい る ドイツ銀行 に とっては,米 国の会計原則の改定 または
新 たな設 定 は直接 的な関係 を有す る問題 とな る。 したが って,DRSCがSFAS第141号 およ び
SFAS第142号 に関す る草案E-DRSlaを 取上 げた ことに対 して,ド イツ銀行 は これを歓迎 す る
と同時 にその結 論 に賛 成 して いるので ある。 その際,と くに,の れんの償却問題 に関 して,欧 州
共 同体 指令の条文 の 「補完的解釈」(erganzendeInterpretation)が必要であ ると して いる。 す
なわ ち,欧 州共 同体指令の条文 に したがえば,の れ んは耐用年数 が限定 されてお り,し たがって
償 却 され なければな らない ということか ら出発 しなければな らない。 しか し,他 方 において,資
産 が確定不能 の耐用年数 を持 ちうるとい うことも異論 のない ところであ る。 それゆえ,欧 州共 同
体 指令 の条文 だ けを考 慮す ることは,「 事実 に即 した もの」(sachgerecht)で はな く,指 令 の文
言 の補完 的解釈 が必要 であ ると して いるのである。 その上 で,そ のよ うな解釈 に基づ いて耐用年
数 が確 定不能 な場合に計画的 な減価償却 に代 えて,「 減損 テス トを行 い,そ してそ れ に基 づ い た
評 価方法 を適用 す ることは,欧 州共同体指令 の重要 な評価原則 に矛盾 しない」 と して いるので あ
る。
10)メ トロ株式会社'(MTROAG)(25)
同社 は,基 本 的 には,E-DRSlaに 対 す る賛成意 見を述 べて いるが,し か し,問 題 を限定 し,
かつ,条 件 を付 して賛成 す るとい う態度 を表 明 して いる。す なわち,の れんおよび一定の無形固
定資産 の計 画的減価償却 を放棄 して,統 一 的減損処理法 を適 用す ることが商 法典 第292a条 の一
致 の要件 を満 たす ことにな るか否かを問題 に し,耐 用年数 が確定不能 な場 合には,決 算書の受手
に対す る意思決 定適合 的な情 報提供 とい う点か らみ れば,統 一 的減損 処理 法の方が計画的減価償
却 よ り概念 的に優れてい ると結論 づ けているのである。 ただ し,こ の概念上 の優越性 は,会 計政
策 的な裁量 の余地 を拡大 させては な らない し,ま た,そ の ことが コンツ ェル ン決算書の比較可能
性 を制限 してはな らない と してい るの である。 この よ うな条件 を付 して,米 国の会計原則 に した
が って作成 され たコンツェル ン決算書 は商 法典 第292a条 にい う作 成免 除効力 を有 す る と結論 づ
けてい るのであ る。
以上 の10の 意見は,基 本的 には,E-DRSlaに 賛 成す る もの といえ る。 以下 で考 察 す る3つ
の意 見 は疑 問提 示 もし くは問題指摘型 の意見 といえ る ものであ る。
B.疑 問提示もしくは問題指摘型意見
1)ド イ ツ連 邦銀行(DeutscheBundesbank)〔26)
E-DRSlaに 対 して寄せ られた19の 意見 の最初 に掲 げ られてい るの が,ド イ ツ連 邦 銀行 の意





疑 問点 と して,次 のよ うな項 目をあげてい る。
(1)貸 借対照表 に計上 されてい るのれんの有価値性を吟味す るため に減損 テス トを実施 するこ
とは,企 業評価 を行 うことに等 しく,非 常に費用がかか るだ けでな く,困 難 な事柄で ある。
(2)の れ んの有価値性 テス トによ って,貸 借 対照表作成者 に,の れんの価値算定 の信頼性 に影
響 を与 えさせ,か つ,年 度 決算書 の比較 可能性 を損なわせ るような,大 きな会計上の操作 の
余地 を与 えることになる。
(3)さ らに,こ れ に関連 して,有 価 値性 テス トの枠 内において,買 取 られたのれん のほかに,
こう したのれん を維持す るための出費 もそ こに入 り込んで くるとい う危険が存在 して いる。
つ ま り,貸 借対照表 に計上 されるのれんのなかに,時 間の経 過 とともに,自 己創設の れんの
構成要素が入 り込ん で くる危 険が存在 してい るとい うことであ る。
(4)の れんの計画 的減 価償 却の廃止が,は た して,商 法典第292a条 第2項 第2b号 に したがっ
て,貸 借対照表指令(第37条H)と 結合 したコ ンツ ェル ン貸借対照表指令(第30条1)と
の一致の要件を実質的 に満 た しているか とい う点は,依 然 として,疑 わ しい。
(5)連 邦法務省 によるDRSlaの 公布 は問題 のあることと考 えている。
こう した疑 問点 を指摘 した上 で,ド イツ連邦銀行 は,連 邦 法務 省 によってDRSlaが 公表 され
る前 に,欧 州連合 の「連絡委員会」(Kontaktausschuss)力 切 れんの貸借 対照表計上 問題 に取 り
組むべ きで あ り,そ して,「 指令 との一 致」(Richtlinienkonformitat)が 創 出されるべきであ っ
た と結論づ けてい る。
2)パ イ ェル株式会社(BayerAG)(27)
バイ エル社 も ドイ ツ連 邦銀行 と同様 な問題点 を指摘 している。 ただ,同 社はのれんの会計処理
に関 して,統 一的減損処 理法 は,文 献 における優勢 な意見 によれば,欧 州連合 の指令の文言 と一
致 していない し,ま た,ヨ ー ロ ッパの会計実務 において も,こ れをみる ことができない と してい
る。 と りわ け,バ イエル社 の意見 で注 目す べきは,「SFAS第141号 お よびSFAS第142号 の規
定 は,文 献 において,非 常 に批判 的に議論 されている。 それだけに,E-DRSlaに おいて,新 し
い規定 についての批 判的な論 議が見 られな いことは理解 できない。」 と して い る点 で あ る。 この
ことは,こ の度 の制 度改革 が,そ の解決を急 ぐあま り,従 来 の制度 の在 り方 および改革 の進 め方
を無視 した形 で進 め られてい ることに対 して疑問が提起 されて いることを物語 ってい る。 実業界
か らも,そ のよ うな進 め方 お よびその結果 に対 して は反対の意見が出されているのである。バイエ
ル社 は,こ うした進 め方 によ って生 じる可能性の ある,将 来の対立を 回避 し適切 な改革 を行 うた
めに も,「 国際会計基準審議会」(IASB)な らびに欧州連合(EU)へ の働 きか けが行われ るべ き
で ある と結論 づけている。
3)シ ュマー レンバ ッハ協 会(Schmalenbach-GesnschaftfnrBetriebswirtschafte.V.)(28)




WerteimRechnungswesen)は,ルール大学(ボ ーホ ム)の べ レ ンス(BernhardPellens)
教授 を リーダー とする12名 の学者 および実務家 よ り構成 されてお り,E-DRSlaに 対 して13項
目にわ たる詳細 な問題点 の指 摘を行 って いる。 ここでは,そ の要約 を示す ことにす る。
(1)資 本市場 指向型企業 のための国際的 に統一 された会計基準が速や かに整備 され るこ とを歓
迎 す る。 また,そ れまでの移行期間の間 について国際的な会計基準 を適用 した場合 に,商 法
典第292a条 によ って,コ ンツェル ン決算書の作成を免除す ること も有意 味 な こと と考 え て
い る。 しか し,そ の際には,欧 州共 同体第4次 指令お よび第7次 指令 な らびに ドイツの法規
が遵守 されなければな らない。 したが って,こ う した法的枠組 が米 国の会計原則 または国際
会計基準 の受入 れの障害 とな ってい るか否かが明 らか にされな けれ ばな らない。
(2)E-DRSlaに よ り米 国の会計基準で あるSFAS第142号 にしたが って作成 された,コ ンツェ
ル ン決 算書の商法 典第292a条 第2項 にいう作成免除効力 につ いて,経 済 的 な分析 が行 わ れ
て いない。
(3)「 統一 的減損処 理法」 に関す る賛否 と.それの実践 的適用上 の困難 さ,さ らには,そ れを適
用 した場合 の決算書 と欧州共同体第4次 指令お よび第7次 指令 との一致 の要件 な らび に商法
上 の コ ンツ ェル ン決算書 との等価性 に関す る問題が残 る。
(4)統 一 的減損処理 法は,耐 用年数 にわた る計画 的減価償却 を規定 してい る,欧 州共 同体第4
次指令 および第7次 指令,商 法典な らびにDRS第4号 の諸規定 に違反 してい る。
(5)し たが って,商 法上 の規定の解釈 をその文言 に反す る形で行 うこ とが可能 であ るのか とい
う問題 が提 起 され る。
(6)DSRは,耐 用年数が 「不確定 の」(unbestimmt)場 合 に,計 画的減価償却 に代 えて 「有
価値性 テス ト」 を行 うことは欧州共 同体指令の重要 な評価原則 に矛盾 しないと述べているが,
こう した言 明は十分 に証 明 されて いない し,内 容的 に も納得で きる ものではない。
(7)耐 用年 数が時間的 に不確定 の場合 と 「無限 の」(unbegrenzt)場 合 とを同等に取 扱 うこ と
に も問題 があ る。
⑧ 統一 的減損処理法 に よれば計画的減価償却 によ り生 じる 「見 せかけの厳 密性」 が取 り除か
れ る とす る理由づけ も支持 しが たい。統一的減損処理法 の枠 内で要 求 されてい るのれん に対
す る有 価値性テス トも,「 構 成 の可 能性 」(Gestaltungsm6glichkeiten)と「裁量 の決 定」
(Ermessensentscheidungen)を含 んでいるのである。 したが って,こ う して生 じるのれん
の計上 価額が計画 的減価償却 を行 った場合 のそれと比較 してよ り客 観的な もの とみなす こと
はできない し,よ り容易 に検証 でき るものとみなす こ ともできないのであ る。
⑨ 減価 償却の必要性を確定す るために毎年行 われる有価値性 テス トの過 程 においては,自 己
創設 のれん と派生のれん とが 区別 されない。企業 の買収 または合併 の後 に続 く期間 において
算 出 され るのは,「 共 同のれん」(gemeinsamerGoodwill)ともい うべ きもので あ り,そ こ
には,買 取 り時点 にお いて派生 したのれんと,買 取 りか らの時間的間隔が拡大す るにつれて




⑳ これとの関連で,E-DRSlaに おいて商法典第292a条 第2項 第3号 の等価性要件 が吟味
されなければならないにもかかわらず,そ れがなされていない。
ω さらに,こ れに関連 して,欧 州共同体の第4次 指令および第7次 指令,な らびに商法典の
関連規定の改正が検討 されるべきであった。
吻 ドイツ法から乖離する評価方法(こ の場合では,統 一的減損処理法がこれに該当するが)
は,商 法典第292a条 第2項 第4号bに したがって付属説明書において説明がなされ なけれ
ばならない。 こうした解決策もしくは矯正策について も検討されるべきであった。
(13,DRSとFASBの 基準および今後変更が予定されているIASBの 基準との間の矛盾 と乖離
を回避す るためには,の れんの計画的償却を強制的に規定 しているDRS第4号 および場合
によってはE-DRS第14号(付 録Aのb)の 変更の必要性について考慮 されなけれ ばな ら
ないであろう。




連邦税理士会 は,次 の3つ の理 由をあげて,E-DRSlaに おける論述 に反対 す ると同 時 に,独
自の提案を行 って いる。す なわち,
(1)欧 州共同体の諸指令 は,の れんの計画 的減価償却 を明確 に規 定 してお り,そ れを放棄 して
,減損テス トを もって代替 させ る ことはできない。
(2)派 生的のれん に対 して毎年有価値性 テス トを実施 す ることは,必 ずや,自 己創設の れん と
の混合につなが る。 そ して派生 的のれん の価値減少 が 自己創設 のれんの一部 によ って補填 さ
れ る場合 には,減 損 テス トは価値 の減少 を表示 しな くなる。 そ して
(3>欧 州共 同体第4次 指令 および第7次 指令 を,き わめて議論 の余地 の多 い形で解釈 しようと
す る新 基準(E-DRSla)の 設定 は正 しいや り方 ではない。
こう した理 由に基づ いて,「SFAS第141号 お よびSFAS第142号 を適用 した ときの米 国の会
計 原則 に したが った コ ンツ ェル ン決算書 は,欧 州共 同体第4次 指令 お よび第7次 指令 とは一致 し
ない。 したが って,そ れは商法典第292a条 第1項 第1文 による作成免 除効力 を持 ちえない。」 と
結 論づ けてい るので ある。 その上 で,DSRは,国 際的な会計原則の適 用 に関 す る欧州議 会 お よ




2)マ ル チー ン フ リー トホープ(MartinFriedhoff)(鋤
フ リー トホーフは・E-DRSlaに 対 して51項 目にやた る詳細 な反 対論 を展 開 して い る。 その
内容 は,大 別 して,次 の5項 目に分類 できる。
(1)欧 州共 同体第7次 指令 の一般規範 との関係:
一般 的には,統 一的減損処理法 が評価方法 として欧州共 同体第7次 指令 に合致 するはずであ る
とす る,E・DRSlaの テーゼが正 しい ものであ るとするな らば,統 一 的減損処理法 によ らな いで
作成 されて きた これ まで のコ ンツ ェル ン決算書 は欧州共 同体第7次 指令第16条 にい う 「実 質 的
諸 関係 に合 致す る写像」(eindentats註chlichenVerhaltnissenentsprechendesBild)を伝達
してこなか ったということを意味す ることになるはず である。 このことは,ま た,実 質 的諸 関係 に
合致す る写 像を伝達 しな ければな らない とす る一般規範の論 証を もって しては,統 一 的減損処理 法
によるのれんの会 計処理 の許容性 を根拠づけることはできないということを意味 しているのである。
したが って,米 国の会計原則 に したがったのれんの会計処理 と欧 州共 同体 指令 の一 般規 範 を通 じ
てののれんの会計処理 との間の矛盾 を解決 しよ うとす る可能性 は否定 されなければな らない。
(2)コ ンツェル ン決算 書の透明性 と比較可能性
草 案 テキス トの4に おいて,の れん に関 する会計 処理方法の非統一性 に基 づいて,そ して と く
に慎 重原則 の考 慮 によ って,コ ンツ ェル ン決算書の透明性 と比較可能性 が制 限されている とす る
批 判的意見 が述 べ られてい る。 コ ンツ ェル ン決算書 にお ける透明性 を問題 にする際には,そ こに
おいて考慮 され る事象 についての記載 がなされてい るか否かだ けでな く,異 なる企業 間において
も,同 じ事 象が同 じよ うに考 慮 されて いるか否か ということを も考慮 しなければな らない。 こう
した意 味 で の透 明性 は,そ れゆ え,「 事 実上 の会計 処理 上 の裁 量 の余 地 」(faktischeBilan-
zierungsraume)の 程度 によ って規定 され ることになる。 しか るに,統 一 的減損 処理 法 は著 し
い裁量 の余地 を残 してお り,と くに,そ れは,将 来 のキ ャ ッシュ ・フローの見 積 りと報告単 位の
評価 に際 してみ られ るのであ る。 フ リー トホーフは,こ う した考察 に基 づい て,「FASBに よ る
統一 的減損 処理 法の導 入は,そ れ ゆえ,こ れまでの計画的減価償却 と比較 して,透 明性 の改善 で
はな く,実 質的な透明性 の悪 化 につ ながる。」 と批判 してい るのであ る。 さ らに,こ の こ とは コ
ンツ ェル ン決算 書の比較 可能 性の改善 どころか限定 につ なが ると してい るのであ る。
(3)法 の実質 に対す る矛盾
a)指 令発布者 の文言 と理解
草案 テキ ス ト8に おいて,統 一 的減損処理法 は 「法の実質」(Gesetzesmaterialien)に 矛盾 す
る もの で もない との説 明がな され ている。 すなわち,欧 州共 同体指令 の文言 は,た しか に,「 原
則的 には」(grundsatzlich)限 定 された耐 用年数か ら出発 してお り,し たが って,(計 画的)減
価償却 に対 す る義務か ら出発 して いる。 しか し,こ れは指令発布者 の当時の理 解を表現 したにす
ぎず,こ う した理解は,そ の後変化 したので,法 の実質 に矛盾す る ものではない と してい るので
(30)http=//www.standardsetter.de/drsc/docs/comments/。。la/friedhof£html
(279)会 計のグローバル化が会計研究方法に及ぼす影響125
ある。 フ リー トホ ーフは,こ う した説明 に対 して,指 令発布者 が 「原則的 に」 といっているのは,
欧州共 同体 指令 がのれんの会計処理 に対す る代替的方法 を列挙 してい るにす ぎず,統 一的減損処
理法 を許容 してい るのではな く,ま た,理 解の変化 とい うものが現 行法か らの免責 を根拠 づけた
り正 当化す る ものではない と反論す るので ある。
b)耐 用年数 が確定不 能な場 合の補完的解 釈 と統一的減損処理法 の許 容性
耐用年数 が不確定 の場 合は,有 価値性テ ス トが計画的減価償却 に取 って代 わ り,し か も,そ の
ような評価方法 の適 用は欧州共同体指令の重要な評価原則 に矛盾 しない とす る草 案 テキス ト8に
おける補完 的解釈 は,そ の基礎 とす る 「変更 され た理解」(geandertesVerstandnis)に対す る
証明を欠 いているので,当 該草案 はその必 要性 を述べ ることはできない。 したが って,指 令テキ
ス トの必要 とされている補完 的解釈 に基 づいて,確 定不能の耐用年数 と有価値性 テス トの計画的
適用は計画的減価償却 の規定 によ って排 除 され るものではな いとす る推論 は,そ の根 拠を失 うこ
とにな る。 それ ゆえ,フ リー トホー プは 「法律 の条 文に含 まれて いる計画 的減価償却 に関す る規
定に よって,減 損 テス ト(だ け)を 計画 的に適 用す ることは,ま った く,問 題 にな らない」 と主
張 して いるので ある。 そ して,DSRの 解釈 は,そ こか ら導 き出 され る結 論 と同様 に,支 持す る
ことはで きない と結論づ けているのである。
(4)欧 州共 同体指令 との一致 の判断 に対 するDSRの 権限
商法典第342条 第1項 第1文 第1号 によ り,DSRの 権 限には,コ ンツ ェル ン会 計 に関 す る諸
原則の適用のた めの勧告 を行 うことが含 まれてい る。 これ に対 して,E-DRSlaは の れん の会計
処理 に関す る米 国の会計原則 と欧州共 同体指令 との調和 の可 能性 にかかわ って いる。 したがって,
ここで問題 とな るの は,「 ドイ ツJの コンツ ェル ンGoBの 開発 ではな く,欧 州 連合(EU)法 の
解釈 なので ある。 これ は,商 法典第342条 に したが って,DSRの 権限 には含 まれないので ある。
欧州共 同体 指令の解釈 は欧州裁判所(EuropaischerGerichtshof)に留保 されて い るので ある。
欧州共 同体指令 の解釈 は,そ れゆえ,ド イ ツの立法者 自身 によ って も行 うことがで きない し,ま
た,こ の者 によ って認 め られた会計の専門家集団 によって も行 うことがで きない とフ リー トホー
フは結論づ けている。
(5)E-DRSlaの 最 終判断
こう したE-DRSlaに 対す る検討 を加え た上 で,フ リー トホー フは次の ような最終 的判 断を示
してい る。 「この草案 は,SFAS第141号 およびSFAS第142号 に したが った のれん の会 計 処理
と欧州共同体指令 との一致 の要件 の充 足を根拠 づけ ることはできない。 それは,む しろ,実 証 さ
れてい ない主張 を含 んで お り,欧 州共 同体 指令,国 際会計基準 および商法典 に したが った会計 と
矛盾 して いる。 それ はまた,DSRの その他の意 見書 とも一貫 しない。 それ以上 に出 て,DSRは
欧州連 合法の解釈 を行 う権 限は持 っていないので,当 該 テ ーマに対 して,商 法典第342条 によ る
ドイ ツの コ ンツ ェル ン会計原則(Konzern-GoB)の 開発 に関す る自 らの権 限の枠 内 に おい て意
見 を述 べ ることはで きな いのである。」
以上 にみ たフ リー トホー フの意見 は,E-DRSlaに 対す る反対論 を代 表す るもので あ り,他 の
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反対意 見 のほぼすべてを包含 して いるといえる。
3)ク ラウス ・ヘ ンゼルマ ン(KlausHenselmann)(31)
SFAS第141号 およびSFAS第142号 に したが ったのれ んの いわば計 画 外的 減価 償却 は商 法
典 第292a条 の一致 の要件 を満た して いるとするE-DRSlaの 結論 に対 して,ヘ ンゼル マ ンは断
固 と して反対 しなければな らな いと した上 で,そ う した処理方法 は コンツ エル ン決算書の作成免
除 につ なが るものではな いと断 じているのである。 その過 程で,ヘ ンゼルマ ンは,E-DRSlaが
SFAS第141号 お よびSFAS第142号 に対 してこれ まで行 われ て きた 批判 的論 議 を考慮 して い
ない点を指摘 している。
この ことは,今 回の ドイ ツにお ける会計制度改革 の進 め方 に大 きな変化 が生 じてい ることを意
味 してお り,ド イ ツにお ける会計研究 の在 り方 に も影響 を及 ぼすこ とにな るであ ろう。
さらに,ヘ ンゼルマ ンは,こ う した事態 を引き起 こ している背景 について,次 の よ うに述べ て
い る。 「米 国 にお ける変更 の原 因は,高 額ののれん償却 を行 うことによ って 表示 利益 も低 下 す る
とい うところにあ るといえよ う。 その場合,減 価償却 は,買 取価格 の支払いに よって それ に応 じ
た企 業か らの払 出 しが実際に行われ たとい う事実の結果 と して生 じたにすぎない。市場へ払 出さ
れ た もの,そ れが費用 にもな らなければな らない(一 致 の原則)(Kongruenzprinzip)。しか し
なが ら,表 示利益 の低下 は経 営者 の利益依 存型賞与 に直接影響 を及 ぼ し,ま た場合 によっては,
資 本市場 がそれをマイナ スに評価す るときには,間 接的 に株式相場 に,し たが って また経営者 の
株 価依存型 の報 酬 に影響 を及 ぼす ことになる。 それ ゆえ,こ う した ことが計画的減価償却 に反対
して いる場合 にのみ,そ れは首尾一貫す るよ うにお もわれ る。」 しか も,資 本 市場 は 「資本 市場
指 向型 の会計」(kapitalmarktqrientierteRechnungslegung)の宣伝 者 によ って主 張 されて い
るほど合理 的かつ効率 的では ないのであ る。 こう した指摘 を行 った上 で,ヘ ンゼル マ ンは国際 的
な会計 をただ一 国の特殊 な利害 と偶然 の上 に構築す ることは誤 りで あると して,E-DRSlaを 否
定 す るのであ る。
4)K+S株 式 会社(K+SAktiengesellschaft)(32)
同社 は,ま ず,米 国の会計 原則 にしたが ったのれんの償却 に関する新 しいルールを受入 れ ること
の うちに,ド イ ツのコンツェル ン決算書 に対する 「著 しい品質低 下の 危険」(Gefahrerheblicher
Qualitatsverluste)を 見 てい る。 そ して さ らに,そ のことが個 別決算 書 お よび税 務貸 借対 照 表
に及 ぼす間接的 な影響の可能性 に言及 してい る。 た しかに,形 式的 には,ド イツにおいては,個
別決算書 お よび税務貸借対照表 に対 す るコンツェル ン決算書の基準性 とい うものは存在 していな
い。 しか し,SFAS第141号 およびSFAS第142号 を適用す ることは,「 税務上 の測 定基礎 の拡
大」(VerbreitungdersteuerlichenBemessungsgrundlage)を引 き起 す き っか けに な りか ね
ないのであ る。 そ して,米 国の規 則の適用 によって生 じる税務上の帰結 を吟 味す ることな く,そ




5)テ オ ドー ル ジーゲル(TheodorSiege1)(鋤
フンボル ト大学(HumboltUniversitatBerlin)教授の ジーゲル は,今 日の ドイ ツの学 界を
代表す る形で,「DRSCの 見方 は欧州共 同体 の諸指令 と明 らかに矛盾 してお り,し たが って,商
法典第292a条 に したが って作成 され る免責的 コ ンツ ェル ン決算 書において,こ れ を適用 しては
な らない。」 とい う反論 を述 べてい る。 欧州共 同体第4次 指 令 の第34条 第1項aと 結合 した第
37条 お よび欧州共同体第7次 指令第30条 に したが って,の れん は限定 され た耐用年 数 で減価 償
却 されなければな らないと述べて いるので ある。 さ らに,DRSCに よ る指令 条文 の 「補 完 的解
釈」(erganzendeAuslegung)は恣意 的な ものに思 われ る し,し たが って,許 され る もの では
ない し,実 質 的な意 味は持たない と断 じて いるので ある。
のれ ん には投 資 が基礎 とな って い る。 「減 価 性 の 投 資 価 値 物 」(abnutzbareInvestitions-
werte)は,耐 用年数 にわた って配分 されて費用 とな らな けれ ばな らない。 そ う しな けれ ば投 資
家 に対 す る 「会計報告責任」(Rechenschaftslegung)は間違 った もの にな る。 と くに提 案 され
て いる規則 は比較可能 性を破壊 す ることにな る。 計画的減価償却 の禁止 は 「資本市場の情報関心」
(lnformationsinteressendesKapitalmarkts)にも反す るので ある。 それは,ま た,欧 州共 同
体第4次 指令 の一般規 範に も反 し,「 意思決定有用 性」(decisionusefulness)と い う 「公理 」
(Maxim)に も抵触す る。 したが ってSFAS第141号 お よびSFAS第142号 を ドイ ツ法 に取 り
入れ る理 由は何 ら存在 していない。
こう した反論 を述 べた上 で,ジ ーゲルは,結 論 と して,信 頼 に足 る ドイツの会計 原則が疑 わ し
い国際化 の犠牲 にな ってはな らない と主 張す るのであ る。
なお,こ うした ジーゲルの意 見 につ いて は,36名 にのぼる ドイ ツの大 学 教 授 によ って,支 持
が表明 され ている。 また,ほ ぼ同 じ反論 が若 手の研究者(OliverP.Pfeil;HendrikJ.Vater)に
よって も表明 されている。
こう したDRSlaに 対 する意見 か ら,ど のよ うな ことが明 らか になるで あろ うか。以下,と く
に,ド イ ツにおける会計制度 の改革 にあた っての 「学説」(こ こでは,主 と して,反 対論)の 果
たす役割 につ いて考察 す ることにす る。
IV.会 計制度改革 に際 して果たす学説の役割
ドイツ会計基準DRSlaの 公告 につ いて,DRSCの ニ ュース レターは次の ように報 じている(as)。
「2002年4月6日 付連邦公報第65号(7190頁 以下)に おいて,ド イ ツ会計 基準DRSla"商 法
典第292a条 によるコ ンツ ェル ン決算書 の作成免 除一米 国会計原則:の れん お よびそ の他 の固定





これ を受 けて,DSRCは,本 年 度(2002年)中 に,ド イ ツ企 業 での 国際会 計基 準(IAS)の
初回適 用 に関す る調査研究 を実施 す ることを表明 してい る(35)。しか も,欧 州連 合 の閣 僚理 事会
は,す で に,欧 州連 合 にお け るすべ て の 「資本 市 場 指 向 的 企 業 」(kapitalmarktorientierte
Unternehmen)に'2004年12月31日よ り後 に始ま る事 業年 度のその コ ンツ ェル ン決算書 を国際
会計基 準(IAS)/国 際財務報告基準(IFRS)の 諸規則 に したが って作成す ることを義務 づ けた 欧
州議会 の命令 に同意 して いるのであ る。
この よ うな状 況 の 下 で,「 国 際会 計 基 準 審議 会 」(InternationalAccountingStandards
Board)は,8月 初旬 に,「 国際財務報告基準 の初回適用」(First-TimeApplicationofInterna-
tionalFinancialReportingStandards)を公表 してい る。 これ は,IAS-IFRSへ の移 行 が どの
よ うに行われ なければな らないかを規定 して お り,こ れ ら基準 は2002年12月31日 よ り後 に始
まる事業年 度か ら実施 されるこ とが予 定 されてい るのであ る。
現在,ド イツでは,こ うした事 態 に対応す るための準備作業が,上 でみたよ うなDRSlaに つ
いて の さま ざまな反対意見 を無視 す る形で着 々と進 め られてい るのであ る。 そこか らは,こ れま
で ドイツ会計制度 を支え る重要 な役割 を担 ってきた 「学説」 または会計理論 の果 たす役割 に大 き
な変化 が生 じて いることが読 み取 れ るので ある⑯。 しか も,こ う した傾向は 「会計 のグローバ ル
化」 とい うスローガ ンの下 でさ らに強 ま ることが予 想 され るのであ る。DRSlaの 連邦 法務 省 に
よる迅速 な公告 がそれ を物語 ってい る。 もとより,こ の ことは ドイ ツにおける会計研究 の在 り方
を考察 す る際 に も注意 しておかなければな らない点であ ることはい うまで もない。
連邦 法務 省がDSRの 「革命的 テーゼ」(revolutionareThesen)を公告 す るな ど とは とて も
考 え られな いとす る ドイツ会計学 界を代表す る権威であ る,モ クス ター(AdolfMoxter)の主
張 とは逆の方 向で,事 態 が急 速 に進展 して いるので ある(37)。学問の権威 を無視 もしくは失墜 させ
る事態 が進 展 しているといえるのであ る。 そ して この ことは今後の ドイツにおける会計研 究の中
心 がます ますUS-GAAPやIASへ と移行す ることを示唆 してい るといえるの であ る。 会計 制度
が ます ます プラグマテ ィックに改 変 され るようにな ることを暗示 して いるの である。 こうした点
に注意 しなが ら,わ れ われは現在進 行 して いる会計の グローバル化 の意味 とそれに関す る会計研
究 の在 り方 を考 えなければな らないであ ろう。
(35)http://www.standardsetterde/drsc/,FragebogenzurempirischenUntersuchungender
erstmaligenAnwendungenvonIASbe.deutschenUnternehmen.
(36)ド イ ツ 会 計 制 度 に お け る 学 説 の 役 割 に つ い て は,前 掲 拙 著 『現 代 ドイ ツ 会 計 学 』 第3章 を 参 照 さ れ た
いo
(37)Moxter,Adolf,DeutscherStandardisierungsrataufIrrwegen,BB。56Jg.Heft50.13.12.2001.Die
ersteSeite.
